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● 福岡市国民健康保険運営協議会委員名簿
（ 任期 ： 平成２８年７月１日～平成３０年６月３０日 ）

－ １ －
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● 議題１ 会長・副会長の選任について

任期満了に伴う委員改選により，会長，副会長の選任を行う。

○ 会長 １名 ○副会長 １名

【根拠】 福岡市国民健康保険条例施行規則（抜粋）

（国民健康保険運営協議会）

第２条 国民健康保険運営協議会（以下「協議会」という。）に会長、副会長各１人を置き、

公益を代表する委員のうちから全委員が選挙する。

２ 会長は、会務を総理し、協議会を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。

期 間 会 長 副 会 長

平成２０年７月～ 尾形 裕也 （九州大学大学院教授） 大石 修二 （福岡市議会議員）

平成２２年７月～ 〃 〃

（平成２３年８月～） 石田 重森 （福岡大学名誉学長） 松野 隆 （福岡市議会議員）

平成２４年７月～ 〃 〃

平成２６年７月～ 〃 今林 ひであき（福岡市議会議員）

（平成２７年８月～） 〃 おばた 久弥 （福岡市議会議員）

－ ２ －

【参考】過去の就任歴



● 議題２ 福岡市国民健康保険の事業状況について（報告）

１．医療保険制度について

（１）医療保険制度の体系

－ ３ －

資料元：厚生労働省

我が国では，国民が何らかの公的医療保険に加入し、病気やけがをした場合は、いつでも・どこでも・だれ
でも、低負担で必要な医療が受けられる『国民皆保険制度』が確立している。

市町村国保は、国民皆保険制度を支えるセーフティネットの役割を担っている。

後期高齢者医療制度

約１5兆円

65歳

75歳

・75歳以上

・約1,610万人

・保険者数：47（広域連合）

健康保険組合協会けんぽ（旧政管健保）
国民健康保険

（市町村国保＋国保組合） 共済組合

※１ 加入者数・保険者数、金額は、平成27年度予算案ベースの数値。
※２ 上記のほか、経過措置として退職者医療（対象者約120万人）がある。

約10兆円 約５兆円 健保組合・共済等 約４兆円

・大企業のサラリーマン

・約2,890万人

・保険者数：約1,400

・中小企業のサラリーマン

・約3,500万人

・保険者数：１

・公務員
・約880万人

・保険者数：85

・自営業者、年金生活者、

非正規雇用者等

・約3,700万人

・保険者数：約1,900

前期高齢者財政調整制度（約1630万人）約７兆円（再掲）

約1,310万人 80% 約210万人 13% 約90万人 6% 約10万人 1%

地 域 保 険 職 域 保 険 ＝ 被 用 者 保 険



（２）市町村国保と他の医療保険との比較

－ ４ －

資料元：厚生労働省

市町村国保 協会けんぽ 組合健保 共済組合

保険者数
（平成２６年３月末）

１，７１７ １ １，４１９ ８５

加入者数
（平成２６年３月末）

３，３９７万人
（２，０１０万世帯）

３，５６４万人
（被保険者２，０３０万人）
（被扶養者１，５３４万人）

２，９２７万人
（被保険者１，５６０万人）
（被扶養者１，３６８万人）

８９１万人
（被保険者４４９万人）
（被扶養者４４２万人）

加入者平均年齢
（平成２５年度）

５０．９歳 ３６．６歳 ３４．３歳 ３３．３歳

６５～７４歳の割合
（平成２５年度）

３５．６％ ５．５％ ２．８％ １．５％

加入者一人あたり医療費
（平成２５年度）

３２．５万円 １６．４万円 １４．６万円 １５．０万円

加入者一人あたり平均所得（※２）

（平成２４年度）
８３万円 １３７万円 ２００万円 ２３０万円

加入者一人あたり平均保険料
（平成２４年度）（※３）
＜事業主負担込＞

　　　　　　８．３万円
一世帯当たり
　　　　　１４．２万円

　１０．５万円<20.9万円>
被保険者一人あたり
　１８．４万円<36.8万円>

　１０．６万円<23.4万円>
被保険者一人あたり
　１９．９万円<43.9万円>

　１２．６万円<25.3万円>
被保険者一人あたり
　２５．３万円<50.6万円>

保険料負担率（※４） ９．９％ ７．６％ ５．３％ ５．５％

（※１） 組合健保の加入者一人当たり平均保険料及び保険料負担率については速報値。

（※２） 市町村国保については、「総所得金額（収入総額から必要経費、給与所得控除、公的年金等控除を差し引いたもの）及び山林所得金額」に「雑損失の繰越控除額」と「分離譲渡所得金額」を

　　加えたものを年度平均加入者数で除したもの。（市町村国保は「国民健康保険実態調査」の前年所得を使用している。）

　　協会けんぽ、組合健保、共済組合については、「標準報酬総額」から「給与所得控除に相当する額」を除いたものを、年度平均加入者数で除した参考値。

（※３） 加入者一人当たり保険料額は、市町村国保・後期高齢者医療制度は現年分保険料調定額、被用者保険は決算における保険料額を基に推計。保険料額に介護分は含まない。

（※４） 保険料負担率は、加入者一人当たり平均保険料を加入者一人当たり平均所得で除した額。



（３）市町村国保が抱える構造的な問題
－ ５ －

１．年齢構成

① 年齢構成が高く、医療費水準が高い
・ 65～74歳の割合 ： 市町村国保 （ ３５．６％ ）、健保組合（ ２．８％ ）

・ 一人あたり医療費 ： 市町村国保 （ ３２．５万円 ）、健保組合（ １４．６万円 ）

２．財政基盤

３．財政の安定性・市町村格差

① 低所得者が多く、所得水準が低い
・ 加入者一人当たり平均所得 ： 市町村国保（ ８３万円 ）、健保組合（ ２０２万円（推計））

・ 無所得世帯割合 ： ２３．１％

② 所得に対して保険料負担が重い
・ 市町村国保（ １０．３％ ）、健保組合（ ５．６％ ） ※健保は本人負担分のみの推計値

③ 保険料（税）の収納率低下
・ 収納率 ： 平成１１年度 ９１．３８％ → 平成２６年度 ９０．９５％

④ 一般会計からの多額の繰入・繰上充用
・ 市町村による法定外繰入額 ： 約３，８００億円（うち決算補てん等の目的 ： 約３，５００億円）

・ 繰上充用額 ： 約９００億円

※繰上充用 ･･･ 一会計年度経過後に至って歳入が歳出に不足するときは翌年度の歳入を繰り上げて充てること。

① 財政運営が不安定になるリスクの高い小規模保険者の存在
・ １７１６保険者のうち被保険者３，０００人未満の小規模保険者 ４７１（全体の１／４）

② 市町村間の格差
・ 一人あたり医療費の都道府県内格差 最大 ２．７倍（北海道） 最小１．１倍（富山県）

・ 一人あたり所得の都道府県内格差 最大２２．４倍（北海道） 最小１．２倍（福井県）

・ 一人あたり保険料の都道府県内格差 最大 ３．７倍（長野県） 最小１．３倍（長崎県）



○前期高齢者に係る財政調整制度

（４）高齢者医療制度の仕組み

○後期高齢者医療制度

国民健康保険と被用者保険の二本立てで国民皆保険を実現していたが、医療費が低く所得が高い現役世代は被用者保険に多く加入

する一方で，退職して国民健康保険に加入する人は所得が下がり，高齢になると医療費が高くなるといった構造的な問題がある。

このため，高齢者医療を社会全体で支える後期高齢者医療制度や，６５～７４歳の前期高齢者の医療費等について，保険者間の財政

調整を行う仕組みを設けている。

後期高齢者（７５歳以上）の医療給付費の約５割は公費で，約１割を高齢者自身の保険料で，残りの約４割は支援金として各医療保険
の被保険者が保険料で賄っている。

定年退職等により，前期高齢者が国保に多く加入することによる保険者間の負担の不均衡を是正するため，前期高齢者にかかる医療
給付費と後期高齢者支援金について，各保険者が前期高齢者の加入者数に応じて負担するよう，費用負担の調整を行っている。

○対象者

65～74歳 約1,640万人

○給付費 6.8兆円

（平成28年度予算案ベース）

市町村国保等

5.６兆円
協会けんぽ

１７％

0.８兆円

３６％ ６4％

共済
０.５兆円

(870万人)

健保組合協会けんぽ市町村国保等

2.５兆円（3,600万人） ２.１兆円（3,550万人） 1.６兆円（2,870万人）

共済

0.1兆円

８３％
【調整前】

【調整後】

納付金 協会けんぽ １.３兆円、健保 １.３兆円、共済 ０.５兆円

交付金 市町村国保等３.２兆円

６５～７４歳の加入者数

に応じて負担

健保組合

0.3兆円

－ ６ －

○対象者 ７５歳以上 約１,６6０万人

○医療費 １６.3兆円（平成28年度予算案ベース）

給付費 １５.０兆円

患者負担 １.２兆円

○保険料額（平成２６・２７年度見込）

全国平均 約５,６７０円／月

※基礎年金のみの受給者 約３７０円／月

※上記のほか、保険料軽減措置や高額医療費の支援等の公費 0.5兆円

被保険者

（７５歳以上）

各医療保険（健保、国保等）の被保険者

（０～７４歳）

保険料

患者

負担

1.2

兆円

公費（約５割）７.１兆円

〔国：都道府県：市町村＝４.７兆円：１.２兆円：１.２兆円＝４：１：１

高齢者の保険料 １.２兆円
約１割[軽減措置等で実質約7％程度]

後期高齢者支援金（現役世代の保険料）６.３兆円

約４割

保険給付

＜支援金を各保険者で按分＞

協会けんぽ ２.０兆円

健保組合 ２.０兆円

共済組合 ０.６兆円

市町村国保等 １.６兆円

保険料

給付費 15.0兆円



２．福岡市国民健康保険事業の現状

（１）加入者の状況

－ ７ －

・被保険者のうち６５～７４歳は増加傾向
22年度末：約25％ → 2７年度末：3０％超

●高齢者が多く，今後も高齢化は進展
ハイリー・コクホ

（単位：世帯） （単位：人）

全市世帯数 全市人口
B D

伸び率 伸び率

H22 220,844 2.2% 687,390 32.1% 361,248 1.4% 1,428,800 25.3%

23 224,373 1.6% 699,926 32.1% 364,651 0.9% 1,443,845 25.3%

24 226,538 1.0% 710,952 31.9% 365,043 0.1% 1,457,194 25.1%

25 228,498 0.9% 723,231 31.6% 364,300 ▲0.2% 1,471,292 24.8%

26 227,894 ▲0.3% 734,428 31.0% 359,406 ▲1.3% 1,484,074 24.2%

27 226,004 ▲0.8% 747,267 30.2% 352,188 ▲2.0% 1,497,879 23.5%

被保険者

の割合

C/D

年度
平均

国保世帯

の割合

A/B

国保世帯数 国保被保険者数
CA

75.3% 74.7% 73.6% 71.9% 70.2% 68.9%

24.7% 25.3% 26.4% 28.1% 29.8% 31.1%

0%

20%

40%

60%

80%

100%

H22年度 23 24 25 26 27

被保険者数の年齢別構成の推移 〔年度末時点〕

64
歳

以

下

65
～
74
歳



不詳

5.3%

所得なし

26.3%

30万円未満

7.4%100万円

未満

18.6%

200万円

未満

22.2%

300万円

未満

10.0%

400万円

未満

4.2%

500万円

未満

2.1%

500万円

以上

3.9%

・所得が33万円以下の世帯は全体の約５割（未申告含む）
基礎控除が３３万円のため，所得が０円となる。

⇒所得割保険料が賦課されない（所得割保険料０円）。

・残りの約５割の世帯で所得割保険料を負担
そのうち約７割の世帯が所得２00万円以下（全体の約４割）

●被保険者の保険料負担感が重くなる構造

－ ８ －

※参考「全国市町村国保の所得階級別世帯数の割合」

・所得不詳と所得３０万円未満の世帯は
全体の約４割

資料元：「平成26年度国民健康保険実態調査報告」

未申告

6.0%

33〔98〕万円以下

41.9%

100〔167〕万円以下

19.1%

200〔311〕万円以下

19.1%

300〔443〕万円以下

6.8%

400〔568〕万円以下

2.7%

500〔689〕万円以下

1.3%

500〔689〕万円超

3.1%

金額は所得〔給与収入〕

※所得=（給与収入）-（給与所得控除）

■ 所得階層別の世帯割合

〔平成２８年７月末現在〕



（２）福岡市国保の医療費の現状

－ ９ －

●総医療費及び一人あた
り医療費は，年々増加し
ている。

●高齢になるほど，一人
あたり医療費は高くなる。

50～54歳で平均を超え，
70～74歳では平均の約1.9
倍となっている。

○総医療費・一人あたり医療費の推移

※総医療費と一人あたり医療費は決算ベース

○年齢階級別一人あたり医療費の推移（各年５月診療分）

967億円

1,023 1,026 1,046 
1,073 

1,107 1,120 1,133 1,142 1,154 1,151 

267,875円

283,379 287,320 
293,812 297,441 

303,628 306,738 
310,803 

317,322 
326,932 

331,173 

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度

決算見込

28年度

予算

福岡市国保の総医療費

福岡市国保一人あたり医療費



－ １０ －

○主な疾病別医療費の割合の推移（各年５月診療分）

○年齢階級別の主な疾病と医療費割合（２７年５月診療分）

●疾病別の医療費割合は，
「新生物（がん）」「内分泌，

栄養・代謝（糖尿病）」「循

環器系（脳卒中・心血管疾

患）」「腎尿路生殖器系（腎

不全）」など，生活習慣病
と関連のある疾病は医療
費の割合が高く，約４割
となっている。

●年齢階級別の疾病別の医療

費割合を見ると，

20代～50代前半は

「精神・行動の障害」が，

50代後半以上では「新生物」

「循環器系」が上位になって

いる。

 0～  4歳 呼吸器系 31.3% 周産期発生 17.5% 先天奇形,変形・染色体異常 13.5%

 5～  9歳 消化器系（歯科） 25.8% 呼吸器系 24.4% 損傷,中毒・他外因 10.5%

10～ 14歳 呼吸器系 20.0% 損傷,中毒・他外因 18.0% 消化器系（歯科） 14.1%

15～ 19歳 損傷,中毒・他外因 17.5% 消化器系（歯科） 13.7% 呼吸器系 9.7%

20～ 24歳 消化器系（歯科） 16.1% 呼吸器系 12.7% 精神・行動の障害 11.8%

25～ 29歳 消化器系（歯科） 16.6% 精神・行動の障害 11.8% 呼吸器系 10.0%

30～ 34歳 精神・行動の障害 18.5% 消化器系（歯科） 14.5% 呼吸器系 9.3%

35～ 39歳 精神・行動の障害 19.4% 消化器系（歯科） 14.3% 神経系 9.2%

40～ 44歳 精神・行動の障害 20.6% 消化器系（歯科） 11.7% 神経系 9.0%

45～ 49歳 精神・行動の障害 19.6% 消化器系（歯科） 10.5% 腎尿路生殖器系 10.0%

50～ 54歳 精神・行動の障害 14.8% 新生物 13.1% 循環器系 11.7%

55～ 59歳 循環器系 15.1% 新生物 14.0% 精神・行動の障害 13.6%

60～ 64歳 循環器系 15.6% 新生物 15.4% 腎尿路生殖器系 10.7%

65～ 69歳 新生物 20.1% 循環器系 20.0% 消化器系（歯科） 9.0%

70～ 74歳 循環器系 22.4% 新生物 18.4% 筋骨格系・結合組織 10.6%

主な疾病（H27.5月診療分における医療費の割合が高い順）
年齢階級

３位２位１位



（３）保険料算定の概念図
－ １１ －

　　【福岡市国保加入者の医療費】

法定 法定外

　　【全国の後期高齢者の医療給付費】 ※後期高齢者７５歳以上の保険料

一般会計繰入

法定

　　【全国の介護給付費】 ※介護保険65歳以上の保険料

一般会計繰入

法定

自己負担
３割

保険給付費　７割

〈歳出〉 保 険 給 付 費 総 額

〈歳入〉 国・県支出金
前期高齢者

交付金

一般会計繰入
医療分保険料

公費　５割
保険料

※
支援金４割

〈歳出〉 後 期 高 齢 者 支 援 金

〈歳入〉 国・県支出金 支援分保険料

公費　５割 保険料※ 納付金　３割

〈歳出〉 介 護 納 付 金

〈歳入〉 国・県支出金 介護分保険料

① 医療分保険料 （福岡市国保加入者の医療費を賄うための保険料）

② 支援分保険料 （後期高齢者医療制度を現役世代（74歳以下の全国民）で支えるための保険料）

③ 介護分保険料 （介護保険を支えるため、第２号被保険者（40歳から64歳まで）が納付する保険料）

給付

支援

納付

全
国

福
岡
市

保険料の算定

保険料の算定

○ 保険給付費は、福岡市国保加入者の医療費実績等

から、総額を見込む。

○ 国・県支出金など、歳出に関連する歳入総額を見込む。

○ 歳出総額から歳入総額を除いて、なお不足する金額
を保険料収入で賄う。

○ 後期高齢者支援金は、概算で拠出し、全国の後期高齢者

医療の実績に応じて、２年後に精算される。

○ 市町村国保の場合、当該年度の支援金は、国から示される

１人あたりの概算支援金（定額）を被保険者数に応じて支出。

○ 介護納付金は、概算で拠出し、全国の介護費用の実績

に応じて、２年後に精算される。

○ 市町村国保の場合、当該年度の納付金は、国から示される

１人あたりの概算納付金（定額）を第２号被保険者数に応じて

支出。

保険料の算定

全
国



（４）一人あたり保険料及び繰入金の推移

○一人あたり保険料（予算）及び一般会計繰入金（予算）の推移

●一人あたり医療費は年々増加
しているが，一人あたり保険料
は横ばいで推移している。

●一人あたり保険料（医療分＋支援
分）は，平成23年度に引き下げ，
24年度以降は据え置いている。

収納対策の強化とともに，一般会
計からの特別な繰入等により据
え置いているため「18年度の
保険料水準」のままとなってい
る。

○一人あたり医療費と保険料の比較 （18年度を「100」とした場合の数値）

※「一人あたり保険料（医療分＋支援分）」とは、予算上の保険料収入額を、被保険者数で割り戻した
一人あたり平均保険料

－ １２ －

100

106
107

110
111

113
115

116
118

122
124

100
102 102 102

100 100 100 100 100 100
95

100

105

110

115

120

125

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度

一人あたり医療費

一人あたり保険料（医療分＋支援分）

増減 増減 増減
 うち
 特別な繰入

円 円 円 円 円 円 億円 億円 億円 億円

H23 71,999 ▲ 2,000 20,341 ▲ 654 92,340 ▲ 2,654 116.8 71.0 8.9 187.8
H24 71,999 － 21,118 777 93,117 777 123.9 56.7 0.5 180.6
H25 71,999 － 23,717 2,599 95,716 2,599 120.4 51.6 4.3 172.0
H26 71,999 － 23,845 128 95,844 128 129.9 46.1 4.0 176.0
H27 71,999 － 19,639 ▲ 4,206 91,638 ▲ 4,206 148.2 30.7 － 178.9
H28 71,999 － 21,476 1,837 93,475 1,837 148.5 36.8 － 185.3

一般会計繰入金（予算）一人あたり保険料（予算）

年度 合計(A)+(B)
合計法定 法定外

医療分＋支援分(A) 介護分(B)



必要な医療費等から，国・県等からの歳入や一般会計繰入金を差し引いた残りが保険料必要額となる｡

①１人あたり医療費は、１８政令市中６番目に低い。

②前期高齢者の加入割合で交付される交付金額が、２０政令市中最も少ない。

③１人あたり一般会計繰入金額は、２０政令市中６番目に高い。

予算上の１人あたり保険料（医療分＋支援分）は、20政令市中４番目に低い。

（５）福岡市の保険料が高い要因

－ １３ －

予算段階

①一人あたり医療費（円） ②一人あたり前期高齢者
交付金額（円）

③一人あたり一般会計繰入金（円）

Ｈ２８予算
順位 都市名 医療費

① 岡山 468,775

② 広島 418,173
③ 北九州 406,094
④ 札幌 380,225
～
⑬ 福岡 331,173
⑭ 川崎 329,893
⑮ 名古屋 323,475
⑯ 千葉 321,042
⑰ さいたま 318,247
⑱ 静岡 288,719

※新潟市・熊本市は未算出

Ｈ２８予算
順位 都市名 金額

① 広島 147,750
② 岡山 135,964
③ 堺 132,191
④ 静岡 126,249
～
⑰ 名古屋 89,983
⑱ 川崎 89,383
⑲ 大阪 84,975
⑳ 福岡 83,493

Ｈ２８予算
順位 都市名 保険料

① 広島 98,426

② 川崎 98,132
③ 浜松 91,074
④ 横浜 85,899
～
⑰ 福岡 71,999
⑱ 静岡 69,789
⑲ 北九州 66,769
⑳ 大阪 65,734

◆一人あたり保険料（円）
〔医療分＋支援分〕

Ｈ２８予算
順位 都市名 金額

① 北九州 68,303
② 仙台 61,503
③ 大阪 61,272
④ 岡山 56,215
⑤ 札幌 55,190
⑥ 福岡 53,296

～

⑰ 静岡 30,910
⑱ 広島 28,377
⑲ 浜松 28,083
⑳ さいたま 27,761



－ １４ －

④所得割賦課世帯の割合 ⑤一世帯あたり所得（万円）

Ｈ２７年度賦課時点
順位 都市名 割合

① 浜松 67.33%
② 相模原 63.71%

③ さいたま 62.31%
④ 新潟 61.78%
～
⑮ 福岡 50.90%
⑯ 京都 50.70%
⑰ 大阪 48.90%

⑱ 熊本 44.90%

※横浜市，川崎市は未算出

Ｈ２６年中所得
順位 都市名 所得額

① 川崎 120.2

② 浜松 116.2
③ 横浜 115.8
④ 相模原 115.1

～
⑯ 福岡 71.8
⑰ 京都 71.1

⑱ 大阪 68.4

⑲ 北九州 67.0

⑳ 札幌 66.1

保険料賦課総額を賦課割合で配分し，それぞれの保険料率を決定する。

④所得割が賦課される世帯の割合が、１８政令市中４番目に低い。

⑤１世帯あたり所得が、２０政令市中５番目に低い。

所得割保険料率が高くなり、所得割保険料がかかる世帯の保険料は高くなる。

中でも中間所得者層の保険料負担が重くなる。

賦課段階

【賦課割合】

（世帯ごとに賦課される）
世帯割　２０％

（被保険者数に応じて賦課される）
均等割　３０％

（被保険者の所得に応じて賦課される）
所得割　５０％

（参考）所得割の賦課割合〔医療分〕

Ｈ２８予算
順位 都市名 割合

① さいたま 63.44%
② 川崎 60.00%
② 横浜 60.00%
④ 千葉 55.00%

～

⑨ 福岡 50.00%
⑰ 堺 48.00%
⑱ 北九州 47.00%
⑲ 大阪 46.00%

※静岡市は未算出。

　 19市中８市が50%で９位。



○モデル保険料 （平成28年度の医療分＋支援分＋介護分の合計保険料）

■給与収入９８万円（所得３３万円）の場合

・所得割保険料が賦課されていない

・均等割と世帯割は，７割軽減されている（法定軽減）

１人あたり保険料の伸びを抑えているため、

政令市の中で中位となる。

■給与収入３００万円（所得１９２万円）の場合

・所得割，均等割，世帯割すべてが賦課される

・法定軽減の対象とならない

所得が低いことから、所得割保険料が

高くなるため、政令市の中で高位となる。

－ １５ －

■所得割保険料がかかる世帯（給与収入３００万円）

１人世帯（介護該当者） ３人世帯（うち介護該当者２人）
順位 都市名 保険料（円） 順位 都市名 保険料（円）

① 神戸 366,270 ① 熊本 391,790
② 札幌 314,220 ② 堺 378,443
③ 熊本 303,890 ③ 京都 369,960
④ 堺 303,563 ④ 札幌 366,540
⑤ 仙台 303,500 ⑤ 大阪 363,328
～ ⑥ 福岡 362,200
⑧ 福岡 295,400 ～

～ ⑯ 千葉 291,990
⑯ 千葉 238,653 ⑰ 広島 284,981
⑰ 川崎 230,820 ⑱ 名古屋 283,574
⑱ さいたま 224,900 ⑲ 相模原 282,800
⑲ 横浜 220,690 ⑳ 横浜 282,100
⑳ 相模原 209,900

■所得割保険料がかからない世帯（給与収入９８万円）

１人世帯（介護該当者） ３人世帯（うち介護該当者２人）
順位 都市名 保険料（円） 順位 都市名 保険料（円）

① 大阪 26,743 ① 名古屋 53,599
② 仙台 26,130 ② 浜松 52,100
③ 浜松 25,900 ③ 熊本 50,280
④ 札幌 24,520 ④ 静岡 49,200
⑤ 堺 24,480 ⑤ 仙台 49,160
～ ～

⑬ 福岡 22,400 ⑮ 福岡 42,500
～ ⑮ 相模原 42,500
⑯ 相模原 20,600 ⑰ 新潟 40,900
⑰ 名古屋 19,213 ⑱ 千葉 40,560
⑱ 川崎 16,670 ⑲ 札幌 40,220
⑲ 横浜 16,220 ⑳ さいたま 38,100
⑳ さいたま 13,500



３．平成２７年度国民健康保険事業特別会計決算見込

（１）平成２７年度決算見込

【歳出】 【歳入】

平成２７年度収支

（歳入） （歳出） （収支差）

１６９，３２４百万円 － １６９，３１８百万円 ＝ ６百万円

－ １６ －



（２）国保特会の累積収支の推移
【収支改善の主な理由】

●平成20年度の高齢者医療制度改革による改善

「老人保健拠出金」（～平成１９年度）

※全国でも高い福岡市の75歳以上の医療費を負担

「後期高齢者支援金」（平成２０年度～）

※全国の７５歳以上の医療費を負担

●財政健全化に向けた取組
収納率向上による保険料収入の確保、保健事業の推

進などによる医療費の増加抑制等に取り組む。

療養給付費等負担金（保険給付等に対する国の定率負担金）が過交付されたことにより、累積収支は６百万円の黒字
となるが、２８年度末に過交付分を返還するため、実質的な収支は９億１百万円の赤字となる。

（２７年度収支） （療養給付費負担金返還見込額） （実質的な収支）

６百万円 － ９０７百万円 ＝ ▲９０１百万円

－ １７ －

○２７年度の収支差が黒字となった主な要因

支出額が減少

▲ 63

▲ 83

▲ 69

▲ 29

▲ 5

17 17
11

2 0

▲ 100

▲ 80

▲ 60

▲ 40

▲ 20

0

20

40

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27

（単位：億円）

○平成２７年度補正予算の専決処分について
年度途中から，Ｃ型肝炎治療のための高額な新薬が順次保険適用となり，服用者が増加したことで，年度末に保険

給付費予算に約３．６億円の不足が生じる見込みとなったため，３月３１日付で補正予算の専決処分を行った。

・ Ｃ型肝炎治療新薬に係る保険給付費総額（推計） ・Ｃ型肝炎治療新薬服用に係る１人あたり経費（推計）

約１，０５０百万円 H27.５月～ ソバルディ 約500万円

H27.９月～ ハーボニー 約670万円

H27.11月～ ヴィキラックス 約450万円



国保の財政が

脆弱化している

４．財政健全化に向けた取組について

（１）収入の確保
（被保険者間の負担の公平を図る）

①保険料収入の確保・収納率の向上
②資格の適正化

（２）支出の増加抑制
（効率的・効果的な医療費適正化の推進）

①給付適正化計画の推進
②データヘルス計画の推進

（１）収入の確保
①保険料収入の確保・収納率の向上のための取組

ア 納付環境整備：コンビニ収納・口座再振替・国民健康保険料ご案内センター(コールセンター)・モバイルレジ

イ 納付指導催告：嘱託員を活用した文書催告・電話催告等

ウ 滞納処分強化：区役所に滞納整理係設置・納付資力調査の徹底

エ 滞納者保険証：短期被保険者証（６ヵ月証・１ヵ月証）交付・資格証明書交付

オ 口座振替勧奨：口座振替の原則化実施・ペイジー口座振替受付サービスの積極的な活用・コールセンター

①年齢構成が高く，医療費水準が高い

②低所得者が多く，所得水準が低い

③保険料負担が重い

構造的な問題

保険料の

収納率低下

－ １８ －

結果

国保制度を維持するため の取組が必要



ア．２７年度保険料収納率

○文書催告・電話催告等による納付指導の徹底

○納付資力がありながら滞納している世帯に
対する滞納処分の強化等

17年ぶりに
90％に到達!!

（現年度保険料収納率）

・ 現年度保険料 目標８９．３０％ → 実績 ９０．０９％（対前年度比 １．２８ポイント増）

・ 滞納繰越保険料 目標２１．００％ → 実績 ２３．７１％（対前年度比 ３．０１ポイント増）

【参考】 （単位：千円）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 対前年度比較

収入未済額

現年度 4,162,082 4,103,510 3,918,212 3,517,034 3,027,621 ▲ 489,413

滞納繰越 4,968,264 4,888,996 4,884,240 4,818,863 4,120,132 ▲ 698,731

合計 9,130,346 8,992,506 8,802,452 8,335,897 7,147,753 ▲ 1,188,144

不納欠損額 2,982,516 2,627,644 2,362,003 1,993,319 2,051,308 57,989

－ １９ －
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《 現年度保険料収納率の推移 》
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《 滞納繰越保険料収納率の推移 》



イ．口座振替加入世帯の推移

キャッシュカードで簡単に口座振替の申し込みができる
ペイジー口座振替受付サービスの導入や、口座振替を原
則とする規則の改正等により、口座加入世帯数は2,669世
帯増加した。

特に新規加入世帯の加入数は前年度より4,160世帯と、
大幅に増加している。

口座加入世帯の増加に伴い、口座振替による収納額も増加。

※口座振替世帯の口座振替率は97％

２７年度末の口座振替世帯割合 ４２．２％（対前年度比 １．７ポイント増）

【口座振替加入世帯割合等の推移】

25年度 26年度 27年度

加入世帯割合 40.2% 40.5% 42.2%

国保世帯数 226,978 224,978 222,450

 口座加入世帯数 91,184 91,165 93,834

うち新規加入世帯数 12,503 12,984 17,144

【コールセンターによる口座振替勧奨件数と加入件数の推移】

25年度 26年度 27年度

口座振替勧奨件数（件） 24,580 25,499 25,276

勧奨による口座加入件数（件） 1,068 1,349 1,467

－ ２０ －

6,722
308

9,968
146

内訳

ペイジー
コールセンター

複写式
その他 56.7%

55.6%

55.1%

55.2%

55.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

23年度

24年度

25年度

26年度

27年度

納付方法別収入額割合
口座振替 金融機関納付など コンビニ収納 特別徴収

口座振替以外



ウ．滞納世帯数等の推移

滞納世帯に対する納付資力調査の徹底、滞納処分の強化等により、平成２７年度は４，６９６件の滞納処分を実施した。

文書催告・電話催告等による納付指導の徹底と滞納処分の強化等により、滞納世帯数は４，８５２世帯減少した。

①滞納世帯と接触を図り、保険料収入を確保すること

②保険料を誠実に納付されている被保険者との負担の公平を図ること

交付の目的

【滞納処分実績・効果の推移】 （単位：件、千円）

２３年度 ２４年度 ２５年度 ２６年度 ２７年度 対前年度比較

件数 2,192 2,245 2,383 4,833 4,696 ▲ 137

金額 881,255 672,050 624,280 966,164 827,677 ▲ 138,487

件数 1,621 1,837 2,029 4,092 4,586 494

金額 140,337 154,816 166,893 283,499 314,466 30,967

滞納処分

滞納処分効果
（納付・換価）

－ ２１ －

エ．差押等滞納処分の推移

証区分 短期被保険者証 資格証明書

交付対象者 保険料を滞納している世帯に対して交付
特別な事情（病気や事業の休廃止など）がな
く、納期限から１年間が経過するまでの間に
保険料を納付しない場合に交付

被保険者証との
違い

被保険者証の有効期間が６か月
（通常は１年間）

医療機関で一旦医療費の全額（１０割）を支
払い、後日、区役所で手続きを行えば保険者
負担分（通常７割）を支給

交付の根拠 国民健康保険法第９条第１０項 国民健康保険法第９条第３項



ハイリー・コクホ

☆ ２８年度の取組

① 重点対策項目

ア. 嘱託員を活用した文書催告・電話催告等の納付指導の徹底

イ. 分納世帯に対する納付管理の徹底

ウ. 短期被保険者証・資格証明書交付世帯への接触強化

（特別事情の把握徹底を含む）

エ. 財産調査の徹底及び滞納処分の強化

オ. ペイジー口座振替受付サービスの活用による口座加入率の向上

カ. 資格の適正化

平成２８年度国民健康保険料収納対策基本方針（抜粋）

☆ 全市目標

★２８年度に実施・検討する項目

① 口座振替をより一層推進するため、分納世帯への口座振替を導入する

② 市民サービスの向上を図るため、クレジット収納について検討する

③ 既に国民健康保険に加入しているが納付書で納付をしている世帯への口座勧奨方法を検討する など

・ 現 年 度 保 険 料 目標収納率 ９１．００％ ・・・

・ 滞納繰越保険料 目標収納率 ２４．００％ ・・・

・ 資格証明書継続世帯の減少を目指す。 目標減少率 ▲１０％

迅速・効率的な収納確保にあたり、
翌年度へ繰越しとなる収入未済額を圧縮する。

保険料負担の公平性を確保するため、
滞納繰越分の回収強化を図る。

各区では、左記を踏まえ、

実情に応じた目標収納率及び

収納対策を策定し、

収入の確保及び収納率の向上

を図る。

－ ２２ －



②資格の適正化

被保険者の資格を的確に把握し、適正化を図る。

被用者保険の被扶養者資格を有する者等に対して、文書や電話等による調査を行い、被用者保険への加入勧奨等
を行う。

《平成２７年度実績》 調査件数 ： 78,470世帯 被用者保険へ移行等 ： 1,935世帯

被用者保険に加入すると、国保の資格喪失の手続きをしなければならないが、未届のため国保の資格が継続し、結
果的に滞納世帯となる例が少なくない。被用者保険の加入者で、国保の資格喪失が未届の世帯に対し、届け出の勧
奨を行い、二重加入を解消するとともに、滞納世帯の減少につなげる。

勤務の都合により、平日に来庁することが困難な人に対して、郵送による受付など柔軟に対応している。

《平成２７年度実績》 調査件数 ： 821世帯 適正化処理件数： 298世帯

退職者医療制度は、対象被保険者の医療費等を被用者保険者が拠出する交付金で賄うため、実質的に国保の負
担がないことから、この制度の適正な運用は、必要な財源の確保や、国保保険料の負担の減少につながる。このため、
該当する人に対し、届出の勧奨をするとともに、未適用者に対し職権にて適用を行う。

《平成２７年度実績》 適用件数 ： 1,419件

－ ２３ －

ア．資格適用の適正化調査

イ．社保加入未届者の資格適正化

ウ．退職者医療の適用適正化



（２）支出の増加抑制

①給付適正化計画の推進

★２８年度の取組み
・ジェネリック医薬品切替希望シールを保険証に同封して全世帯に配付

・差額通知の送付条件の見直しも含め、効果的な普及促進手法を検討

●ジェネリック医薬品差額通知の発送

・ジェネリック医薬品に切り替えた場合の負担軽減のお知らせ（差額通
知）を平成２３年１１月から実施。

・平成２８年３月からは、より分かりやすい表示とするため、切替の

効果を「割合表示」から「金額表示」へ変更。

≪送付対象者≫ 削減額が高い上位 5,000人（毎月送付）

新薬から低価格なジェネリック医薬品（後発医薬品）への切り替えにより、患者の自己負担額の軽減や医療費の削
減が図られるため、普及促進に努める。

●ジェネリック医薬品切替希望シールの制作・配布

平成２８年１月に、レセプトデータ、健診データの分析に基づく効率的・効果的な保健事業を実施するた
めの「データヘルス計画」と、給付の適正化に関する「給付適正化計画」からなる「福岡市国民健康保険
医療費適正化計画」を策定し、医療費の適正化を効率的・効果的に推進する。

●福岡県国民健康保険団体連合会の共同広報事業でテレビ・ラジオＣＭ
放映放送

【 普及率 】 (単位：％）

25年度 26年度 27年度

全国 51.2 58.4 62.4

福岡県 53.0 59.0 63.0

福岡市 50.5 55.6 63.2

 ※25，26年度は3月末時点， 27年度は2月末時点

－ ２４ －

ア．ジェネリック医薬品の普及促進

【 差額通知による削減額及び切替率 】

25年度 26年度 27年度

削減額
（百万円）

117 179 218

切替率
（％）

22.4 25.3 28.6

 ※各年度 3月末時点



●内容点検・・・・ ２７年度効果率 ： ０．１７％（目標０．２３％）

症状、病名に対する診療内容の妥当性などを点検し、請求内
容に疑義があるレセプトは審査機関に対し再審査請求を行う。

●資格点検・・・・ ２７年度効果率 ： ０．５８％

被保険者資格の有無を確認し、資格喪失後の受診による請求
について、返還請求等を行う。被保険者資格区分や限度額適用
認定証の請求区分の誤り等の確認も行う。

イ．レセプト点検による医療費の適正化

医療機関から提出されたレセプト（診療報酬明細書）について、福岡市国保資格の有無や点数誤り等の点検、記載
された診療内容に関する疑義についての再審査請求を行い、医療費の適正化を図る。

－ ２５ －

★２８年度の取組み
高額レセプトの点検に重点を置くとともに、点検効果を分析し、

点検手法の随時見直しを行うなど、削減効果額の向上を図る。

ウ．訪問健康相談事業

平成２６年７月から福岡県国民健康保険団体連合会への
委託により実施

医療機関への頻回受診（同一医療機関に多数回受診）、重複受診（同一診療科を重複して受診）について、保健師
等が訪問し、適正受診のために指導や助言及び健康状態に応じた生活指導等を行い、医療費の適正化を図る。

★２８年度の取組み

【実施状況】

26年度 27年度

 訪問人数（訪問回数） 355人（477回） 375人（603回）

 うち改善者 200人 208人

 医療費削減額（月額） 2,027千円 1,885千円

 医療費削減額（年換算） 24,323千円 22,620千円

・予定訪問人数 ３７５人（訪問回数 ７５１回）

・残薬バッグを配布

【内容点検効果率・効果額】

24年度 25年度 26年度 27年度

全国 0.18 0.19 0.18 -

福岡県 0.25 0.31 0.26 -

福岡市 0.21 0.27 0.20 0.17

189 244 183 156
※27年度の全国・福岡県の効果率は未確定。

【資格点検効果率・効果額】

24年度 25年度 26年度 27年度

0.64 0.62 0.58 0.58

580 575 540 543

効果率
（％）

効果額 （百万円）

　　効果率 （％）

　　効果額 （百万円）



年間約18,000件年間約222,000件

年間約5,000件

申請書内容

のデータ化

（画像化）

システム点検

（不適切と疑われ

る受療の抽出）

目視

確認

被保険者へ

照会文書送付

照会結果

に基づく確認

啓発文書送付

－ ２６ －

エ．柔道整復療養費の適正化（平成２８年度新規事業）

柔道整復療養費支給申請書をデータ化し，内容点検や広報・啓発を効率的に実施し，医療費の適正化を図る。

●柔道整復療養費のこれまでの課題

(１) 柔道整復療養費の増加

柔道整復療養費は，一般の療養の給付の約２倍の伸び

H26年度増加率（対20年度比） 122.1％ 療養の給付111.2％

(２) 保険適用となる施術の被保険者への周知不足

保険適用外の施術への保険証の使用

(３) 内容点検の未実施

申請書が紙のため，不適切な受療内容の抽出が困難

保険適用範囲（療養費の支給対象）

急性又は亜急性の外傷性の

①打撲 ②捻挫 ③挫傷（肉離れ等）

④（応急手当の場合を除き）医師の

同意のある骨折，脱臼

保険適用外（療養費の支給対象外）

内科的原因による疾患

単なる肩こりや筋肉疲労

症状の改善の見られない長期の施術

脳疾患後遺症などの慢性病 など

(１) 実施手法 外部委託

(２) 実施内容

初めて施術を受けた方に送付

→保険適用外施術の発生

や継続を未然に防止

不適切な受療の場合

（負傷原因の確認を行い）

保険適用外の施術に

ついて療養費を減額

★２８年度から改善の取組みを開始

不適切と疑われる受療内容

（厚生労働省通知）

・ 多部位（３部位以上の負傷）

・ 長期 （４ヶ月目以降）

・ 頻回 （月に10～15回以上）



②データヘルス計画の推進

40～74歳を対象として，メタボリックシンドローム （内臓脂肪症候群）に着目した生活習慣病の発症リスクを検査し，
生活習慣病のリスクがある人の生活習慣をより望ましいものに変えていくための保健指導対象者を把握することを

目的に実施。

生活習慣病といわれる糖尿病や高血圧症，脂質異常症は，自覚症状がないまま進行し，心筋梗塞，脳卒中などの重
大な病気を引き起こし，生活の質の低下や医療費の増大を招くことから，「生活習慣病予防の徹底」を図るため，平成20
年４月から医療保険者に，「特定健康診査・特定保健指導」の実施が義務付けられた。

●特定健康診査（特定健診） → 福岡市国民健康保険の特定健診＝ 『よかドック（愛称）』

特定健診の結果から，生活習慣病の発症リスクが高い人に対して，リスクの程度に応じて，医師や保健師，管理栄
養士などから，食生活や運動についての指導などの支援を受け，生活習慣を改善し，生活習慣病を予防することを
目的に実施。

◆動機付け支援 ①面接による支援 ②原則６ヵ月後の評価

◆積極的支援 ①初回面接 ② ３ヵ月以上の継続的な支援 ③ ６ヵ月後の評価

●特定保健指導

－ ２７ －

ア．特定健診・特定保健指導による生活習慣病の予防

【特定健診・特定保健指導実施率】 (%)

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29

目標 20.0 30.0 40.0 50.0 65.0 28.0 31.0 34.0 37.0 40.0

実績
15.2 16.7 18.8 19.5 22.0 22.1 23.1 集計中

(20.8)

目標 45.0 45.0 45.0 45.0 45.0 36.0 37.0 38.0 39.0 40.0

実績 29.9 27.2 37.2 35.4 37.3 38.5 35.1 集計中

※実績値は国への法定報告ベース，( )内集計中のため実施ベース

※法律に基づき，特定健康診査等実施計画（第2期：H25～29年度）を定め実施

特定健診

第1期計画 第2期計画

特定保健指導

【政令市比較・H26法定報告値】 (%)

1位 仙台市 45.9 福岡市 35.1

2位 さいたま市 35.1 さいたま市 31.1

3位 北九州市 34.6 北九州市 30.2

16位 福岡市 23.1

政令市平均 28.0 政令市平均 15.1

特定健診 特定保健指導

～



平成20年度の健診により特定保健指導の対象となった人の５年間（21～25年度）のデータ分析の結果から，

・ 積極的支援（40～64歳）の参加者は，不参加者と比べ，医療機関への外来受診率が減少

・ メタボリックシンドローム関連の主要３疾患（高血圧症，脂質異常症，糖尿病）の1人あたり医療費（入院以外）

男性 年間最大 ▲8,100円 ５年間 ▲34,800円

女性 ▲7,870円 ▲29,170円

⇒ 保健指導により生活習慣が改善された人は，翌年から外来の受診率が減少しており，その傾向は

５年間継続し，その結果，医療費の削減効果が見られた。

☆ 特定健診・特定保健指導の効果

－ ２８ －

○福岡市における健診結果から見える効果

平成25・26年度に特定健診を連続受診した人の実績から，メタボリックシンドローム該当者の改善状況を見ると，

25年度 メタボリックシンドローム該当者 5,674人 ⇒ 26年度 19.7％ が非該当

メタボリックシンドローム予備群 4,332人 ⇒ 18.5％ が非該当

⇒ 特定保健指導や医療機関での治療などにより，約２割の人に改善効果が見られる。

○国の分析による医療費削減効果
（平成２７年度 厚生労働省「特定健診・保健指導の医療費適正化効果等の検証のためのワーキンググループ」による分析結果）

25年度　結果 人数 26年度　結果 人数 割合

該当者でも予備群でもなくなった人 635 11.2%

メタボ予備群レベルに改善した人 485 8.5%

変化なし 4,554 80.3%

メタボ予備群 4,332 メタボ予備群ではなくなった人 802 18.5%

メタボ該当者 5,674 メタボの状態が改善された人
19.2％
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健康づくりの意識向上と健診受診行動を促進するため，平成２８年度より，

毎月１～７日を「健診受診推進週間」とし，健診受診の重要性の周知を図り，

地域や職場，家庭における健診受診の声かけ運動を展開する。

☆受診率向上に向けた主な取組み

－ ２９ －

毎月1～7日は

医療が高額となる疾患の年代別人数・医療費（26年度レセプト）

※脳血管疾患・心疾患は55歳以降に増加，人工透析は45歳以降に増加

・ダイレクトメールやコールセンターなどによる受診勧奨，特に継続受診率の向上を重点的に取り組む

・生活習慣病ハイリスク未治療者へのフォローなどの効果的な保健指導

⼈数 医療費 ⼈数 医療費 ⼈数 医療費
11 ⼈ 0.62 億円 3 ⼈ 0.09 億円 19 ⼈ 0.85 億円
11 0.54 4 0.14 27 1.38
11 0.68 5 0.28 56 2.99
18 1.03 3 0.18 88 4.98
34 1.98 16 0.87 99 5.21
63 3.57 34 1.39 257 13.80
134 7.39 52 2.21 42 1.93
194 10.57 86 4.14 21 1.20
476 26.38 203 9.31 609 32.33

疾患 脳⾎管疾患 ⼼疾患 ⼈⼯透析

40歳未満
40〜44歳
45〜49歳
50〜54歳
55〜59歳
60〜64歳
65〜69歳

合計

年代別

70〜74歳

増
加

増
加

増
加

★２８年度の新規取組

○ ４０歳・５０歳の健診受診無料化

○「健診受診推進週間」の取組

・ 初めて特定健診の対象となる40歳の自己負担額を無料とし，特定健診の周知及び初回受診者数の増加を図る。

・ 健診受診率が50歳代前半まで低く，また医療費が高額となる疾患が50歳代後半から急増していることから，

その予防として50歳の自己負担額を無料とする。

年代別受診率（26年度実績ベース）



イ．生活習慣病重症化予防事業（平成２８年度新規事業）

データヘルス計画の分析結果から，血糖（HｂA1ｃ），血圧，脂質（LDLコレステロール）の検査値について

医療機関の受診が必要な人の６～７割が，健診後も医療機関を受診していないことが判明。

重症化のリスクが高く，未治療の人を早期改善・治療につなげることにより，医療費の増加を抑制し，医療

費の適正化を図るために，28年度から新たに生活習慣病重症化予防事業として，重症化のリスクが高く，医

療機関を受診していない人に対して，保健指導及び医療機関の受診勧奨を開始。

①特定保健指導未利用者対策【各区保健福祉センター実施】

特定保健指導（積極的支援）の該当者のうち，血糖・血圧・脂質のいずれかが医療機関の受診勧奨値に該当して

いるにも関わらず治療を開始していない人 600人実施（予定）

②医療機関への受診勧奨事業【外部委託】

特定保健指導には該当していないが，血糖・血圧・脂質のいずれかが医療機関の受診勧奨値に該当しているにも

関わらず治療を開始していない人 1,000人実施（予定）

HbA1c
6.5以上 848⼈ 538⼈ 63.4%

Ⅱ度⾼⾎圧
以上 1,182⼈ 812⼈ 68.7%

LDL180
以上 2,835⼈ 1,822⼈ 64.3%

健診後未受療
健診前未受療

－ ３０ －

脳⾎管疾患
虚⾎性
⼼疾患 ⼈⼯透析

⾼⾎圧 74.4% 94.0% 90.5%
糖尿病 42.6% 81.0% 51.0%

脂質異常症 46.7% 39.5% 36.9%

基礎疾患
の重なり

重症化した疾患

重症化させないことが重要



※財政健全化に向けた取組 指標一覧

－ ３１ －

平成２１年度に策定した財政健全化に向けた取組内容及び期間が平成２６年度に終了し、平成３０年度から国保の財政
運営の県単位化が示されたため、それまでの目標値を定めたもの。

収入の確保

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

収納率
％ 目標値 88.70 88.00 89.00 89.50 88.50 89.30 91.00 92.00

(現年度分）
実績値 86.28 87.07 87.21 87.71 88.81 90.09 － －

滞納世帯数（５月末）
目標値 48,320 45,900 43,610 41,430 48,800 45,000 44,000 43,000

 （国保資格継続世帯分）
実績値 54,008 52,842 51,842 50,302 46,495 41,643 － －

滞納処分による
件 目標値 1,600 1,700 1,800 1,900 2,500 4,900 4,950 5,000

差押等件数
実績値 1,912 2,192 2,245 2,383 4,833 4,696 － －

％ 目標値 49.0 50.0 51.0 52.0 41.0 42.0 43.0 44.0

実績値 41.5 40.8 40.4 40.2 40.5 42.2 － －

目標値 170 180 190 200 110 115 120 125

実績値 139 95 104 92 132 101 － －

指　　　標

「国民健康保険料ご案内
センター」からの納付勧奨
による収納効果（試算）額

 

(

百
万
円

)

健全化期間　年次目標値
目標値

口座振替利用世帯比率

収納率の向上

世
帯

支出の増加抑制

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29

ＧＥ薬普及率
％ 目標値 24.0 27.0 30.0 49.0 52.0 60.0 65.0 70.0

　（数量ベース） 実績値
（本市） － 25.0 30.7 50.5 55.6 63.2 － －

％ 目標値 0.27 0.19 0.20 0.21 0.28 0.35 0.36 0.37

実績値 0.18 0.19 0.21 0.27 0.20 0.17 － －

％ 目標値 40.0 50.0 65.0 28.0 31.0 34.0 37.0 40.0

実績値 18.8 19.5 22.0 22.1 23.1 20.8 － －

％ 目標値 45.0 45.0 45.0 36.0 37.0 38.0 39.0 40.0

実績値 37.2 35.4 37.3 38.5 35.1 集計中 － －

人 目標値 281 272 263 255 246

実績値 295 276 集計中 － －

レセプト点検による医療費の適正化

特定健診・特定保健指導による生活習慣病の減少

健全化期間　年次目標値
目標値

ジェネリック医薬品（ＧＥ薬）普及による薬剤費の減少

新規透析導入者数
（毎年度減少）

特定保健指導実施率

特定健診受診率

レセプト点検効果率

指　　　標



５．平成２８年度の保険料について
平成２８年度の保険料は、２７年中の所得をもとに算定したもの。

○保険料率（額）・賦課限度額

区　　　分 平成28年度 平成27年度 前年度比

①
医
療
分

福岡市国保加入者の医療費を賄うため
の保険料

　　　　　（加入者全員）

所得割 8.15% 8.24% ▲ 0.09

②
支
援
分

後期高齢者医療制度を現役世代（74歳
以下の全国民）で支えるための保険料

　　　　　（加入者全員）

所得割 2.96% 3.15% ▲ 0.19

均等割 21,426円 21,587円 ▲ 161円
世帯割 22,566円 22,908円 ▲ 342円

均等割 7,719円 7,937円 ▲ 218円
世帯割 8,130円 8,423円 ▲ 293円

賦課限度額 54万円 52万円 2万円

29,145円 29,524円 ▲ 379円
世帯割 30,696円 31,331円 ▲ 635円

賦課限度額 19万円 17万円 2万円
所得割 11.11% 11.39% ▲ 0.28
均等割

賦課限度額 73万円 69万円 4万円

③
介
護
分

介護保険を支えるため第２号被保険者
（40歳から64歳まで）が納付する保険料

　　　（40歳から64歳までの加入者）

所得割 2.74% 2.41% 0.33

①医療分＋②支援分

①医療分＋②支援分＋③介護分

所得割 13.85% 13.80% 0.05
均等割

均等割 8,588円 8,030円 558円
世帯割 6,851円 6,273円 578円

37,733円 37,554円 179円
世帯割 37,547円 37,604円 ▲ 57円

賦課限度額 16万円 16万円 －

賦課限度額 89万円 85万円 4万円

－ ３２ －



【 参考 】 収入階層別・世帯構成別のモデル保険料（年額）

①1人世帯（介護分該当者）

98万円 33万円 13,100 ▲ 200 4,700 ▲ 200 17,800 ▲ 400 4,600 400 22,400 0

122万円 57万円 41,500 ▲ 500 15,000 ▲ 700 56,500 ▲ 1,200 14,200 1,300 70,700 100

200万円 122万円 116,500 ▲ 1,300 42,100 ▲ 2,200 158,600 ▲ 3,500 39,800 4,100 198,400 600

300万円 192万円 173,500 ▲ 2,000 62,900 ▲ 3,500 236,400 ▲ 5,500 59,000 6,400 295,400 900

359万円 233万円 206,900 ▲ 2,300 75,000 ▲ 4,300 281,900 ▲ 6,600 70,200 7,700 352,100 1,100

400万円 266万円 233,800 ▲ 2,600 84,800 ▲ 4,900 318,600 ▲ 7,500 79,200 8,800 397,800 1,300

500万円 346万円 299,000 ▲ 3,400 108,400 ▲ 6,500 407,400 ▲ 9,900 101,200 11,500 508,600 1,600

600万円 426万円 364,200 ▲ 4,100 132,100 ▲ 8,000 496,300 ▲ 12,100 123,100 14,100 619,400 2,000

700万円 510万円 432,700 ▲ 4,800 157,000 ▲ 9,600 589,700 ▲ 14,400 146,100 16,900 735,800 2,500

800万円 600万円 506,000 ▲ 5,700 183,600 13,600 689,600 7,900 160,000 9,100 849,600 17,000

② ３人世帯（うち介護分該当者2人）

98万円 33万円 26,000 ▲ 300 9,300 ▲ 300 35,300 ▲ 600 7,200 600 42,500 0

122万円 57万円 62,900 ▲ 700 22,700 ▲ 900 85,600 ▲ 1,600 18,500 1,600 104,100 0

200万円 122万円 142,000 ▲ 1,400 51,300 ▲ 2,500 193,300 ▲ 3,900 43,600 4,300 236,900 400

300万円 192万円 216,400 ▲ 2,200 78,300 ▲ 4,000 294,700 ▲ 6,200 67,500 6,900 362,200 700

359万円 233万円 249,800 ▲ 2,600 90,400 ▲ 4,800 340,200 ▲ 7,400 78,800 8,300 419,000 900

400万円 266万円 276,700 ▲ 2,900 100,200 ▲ 5,400 376,900 ▲ 8,300 87,800 9,400 464,700 1,100

500万円 346万円 341,900 ▲ 3,600 123,900 ▲ 6,900 465,800 ▲ 10,500 109,700 12,000 575,500 1,500

600万円 426万円 407,100 ▲ 4,400 147,600 ▲ 8,400 554,700 ▲ 12,800 131,700 14,700 686,400 1,900

700万円 510万円 475,500 ▲ 5,200 172,400 2,400 647,900 ▲ 2,800 154,700 17,500 802,600 14,700

800万円 600万円 540,000 20,000 190,000 20,000 730,000 40,000 160,000 1,100 890,000 41,100

（単位：円）

給与収入 所得
①医療分 ②支援分 ①医療分＋②支援分

前年比28年度 28年度 前年比

合計　①+②+③③介護分

28年度 前年比 28年度 前年比 28年度 前年比

前年比28年度前年比

合計　①+②+③

28年度 28年度 前年比28年度 前年比

（単位：円）

給与収入 所得
①医療分 ②支援分 ①医療分＋②支援分 ③介護分

28年度 前年比

－ ３３ －



６．国への主な要望事項
国民健康保険が抱える構造的な問題の解決に向けて，国民健康保険運営協議会の答申を踏まえながら，様々な機会

を捉えて抜本的な改革や財政支援の拡充等を国へ要望している。

－ ３４ －

本市単独
政令市主管
部課長会議

指定都市
市長会

大都市民生
主管局長会議

全国市長会 九州都市国保

大項目 中項目 H28年７月 H28年８月 H28年７月 H28年７月 H28年６月 H28年８月

医療制度改革 安定的で持続可能な制度構築 ○ ○ ○ ○ ○ ○

医療保険制度の一本化 ○ ○ ○ ○ ○ ○

都道府県単位化にあたり、累積赤字や
法定外繰入のある保険者への必要な措置

○ ○ ○ ○

新たな制度の検討内容の早期開示と，
制度設計時の指定都市等大規模保険者との十分な協議

○ ○ ○ ○

財政支援の拡充
（国保保険者や被保険者の負担増を招かない）

○ ○ ○ ○ ○ ○

国庫負担 平成30年度からの新たな公費投入の確実な実施 ○ ○

国庫負担率引上げ ○ ○ ○ ○ ○

医療費助成実施に伴う国庫負担金減額制度
の撤廃

○ ○ ○ ○ ○

保険料の公平性 低所得者層に対する負担軽減策の拡充 ○ ○ ○

賦課限度額の引上げ ○ ○ ○ ○

所得に応じた段階的な賦課限度額の設定 ○ ○

特定健診・
特定保健指導

補助単価引き上げ等の十分な財政措置 ○ ○ ○ ○

資格適正化
被用者保険から国保保険者への資格得喪
の情報提供

○ ○

主な要望事項



① 公費拡充（制度の安定化）

≪平成３０年度から実施 ≫ （毎年約１，７００億円）

② 運営の在り方の見直し（財政運営の都道府県単位化）

７．国保制度改革の概要等について
平成２７年５月に成立した「持続可能な医療保険制度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律」に

基づき、国保への財政支援拡充や、平成３０年度からの国保の財政運営の都道府県単位化等が示された。

－ ３５ －

平成２７年度に低所得者の保険料軽減対象分について保険者への財政支援拡充を実施（約１，７００億円）。

平成３０年度以降は毎年約３，４００億円の財政支援拡充を実施し，国保の財政基盤の強化を図る。

○ 自治体の責めによらない要因による医療費増・負担への対応

（精神疾患、子どもの被保険者数、非自発的失業者 等）

○ 「保険者努力支援制度」の創設・・・医療費適正化に向けた取組等に対する支援

○ 財政安定化基金の創設 等

市町村単位の国保では，被保険者の年齢構成や所得の差が大きく，医療機関の偏在による医療給付費の差

も生じている。多数存在する小規模保険者（市町村）では高額な医療費が発生した場合に財政が不安定になりや

すく，今後も過疎化により小規模保険者は増加が見込まれる。また，市町村によって保険料徴収などの実施方法

にバラつきがあり，事務の共同処理等による効率的な事業運営につながりにくいといった課題がある。

都道府県が市町村とともに国保の運営を担い財政運営を都道府県単位化することで，安定的な財政運営を図

り，県内統一的な方針の下に事業運営を行い市町村事務の標準化・効率化等を図りやすくすることで，効率的な

事業運営を確保し，国保制度を安定化させ，国民皆保険制度を将来にわたって堅持する。



都道府県の主な役割 市町村の主な役割

１．方向性

都道府県が財政運営の責任主体となり，国保運営の中心的な役割を担う。

都道府県は，都道府県内の統一的な運営方針（国保運営方針※）を定め，市町村事務の効率化・
標準化・広域化を推進する。

※あらかじめ市町村の意見を聴いた上で，県に設置する国民健康保険運営協議会での議論を経て定める。

２．財政運営

財政運営の責任主体

・ 医療給付費等の見込みを立て，市町村ごと
の国保事業費納付金を決定（医療費水準、
所得水準を考慮）

・ 財政安定化基金の設置，運営

・ 国保事業費納付金を都道府県に納付
・ 保険給付費は，県からの交付金により支払う

３．保険料の決定，
賦課・徴収

県内統一の算定基準（市町村と協議）により，
各市町村の納付金額に見合った，市町村ごと
の標準保険料率（※）を算定・公表

※ 全国統一の算定基準による県の標準保険料率，各

市町村の算定基準による標準保険料率（参考）も算
定・公表する。

標準保険料率等を参考に，各市町村ごとの算
定方式や予定収納率等に基づき，実際に賦課
する保険料率を決定し，保険料を賦課・徴収
（従来どおり）

４．資格管理，

保険給付，

保健事業の実施

市町村事務の効率化、標準化、広域化を推進

・ 保険給付に必要な費用を，全額，市町村に
支払う（交付金の交付）

・ 市町村が行った保険給付の点検

・ 被保険者証等の発行等の資格の管理
・ 保険給付の決定
・ 特定健診・特定保健指導
・ 生活習慣病重症化予防事業等

（１）都道府県単位化の方向性，都道府県と市町村の主な役割

－ ３６ －



○県単位化後の納付金決定，保険料の賦課・徴収イメージ

◆県は，県内の医療給付費等の見込みを立て，保険料収納必要額を算定し，各市町村の納付金を決定する（医療費水
準，所得水準を考慮）。

県内統一の算定基準（市町村と協議）により，納付金を賄うために必要な市町村標準保険料率等を算定し，公表する。

◆市町村は，県が示した市町村標準保険料率等を参考に，各市町村ごとの算定方式・予定収納率等に基づき，実際に
賦課する保険料率を決定，保険料を賦課・徴収し，県へ納付金を納める。

－ ３７ －



○国保運営方針への主な記載事項（都道府県国民健康保険運営方針策定要領（抜粋））

〈必須事項〉

（１） 国保の医療費、財政の見通し

（２） 市町村の保険料の標準的な算定方法に関する事項（算定方式，規模別の標準的な収納率 等）

（３） 保険料の徴収の適正な実施に関する事項（滞納整理事務や職員研修の共同実施 等）

（４） 保険給付の適正な実施に関する事項（海外療養費の審査等専門的知見を要する事務の共同実施 等）

〈任意事項〉

（５） 医療費適正化に関する事項（後発医薬品の使用促進，医療費通知の共同実施 等）

（６） 市町村が担う事務の効率化、広域化の推進に関する事項

（７） 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項

（８） 施策の実施のために必要な関係市町村相互間の連絡調整等 ※詳細は今後県内で協議・決定

－ ３８ －

○福岡県国保共同運営準備協議会（県と市町村との協議の場）

平成３０年度からの国民健康保険の在り方の見直しの準備を円滑に進めることを目的に、県と市町村で協議をするため，

平成２７年９月に設置（平成２９年度末まで）。

【構 成】 県 側 ： 副知事、保健医療介護部長、医療保険課長

市町村側 ： 市長会役員６人，

町村会役員６人（大任町，大刀洗町，吉富町，須惠町，芦屋町，鞍手町）

※実務上の協議の場として主管課長レベルの「幹事会」及び実務担当者レベルの「部会」を設置。

事 務 局 ： 福岡県保健医療介護部医療保険課

【主な協議事項】

（１）納付金の算定方法詳細 （２）保険料の標準的な算定基準（賦課方式や目標収納率），

（３）財政安定化基金の運用ルール （４）国保運営方針の作成（財政の見通し，事務の効率化の推進など）・・・29年度末までに決定



≪適用拡大の枠組み≫

○ 非正規労働者に被用者保険を適用し，セーフティネットを強化することで，社会保険における 「格差」を是正する。

○ 社会保険制度における働かない方が有利になるような仕組みを除去し，特に女性の就業意欲を促進し，今後の人口

減少社会に備える。

≪適用拡大対象者数≫ ※厚生労働省試算

約 ２５ 万人が適用拡大により被用者保険の被保険者となる見込み。

うち 国保被保険者 約１５万人（全国の国保被保険者約３，５００万人の０．４％）

うち 被用者保険の被扶養者 約１０万人

（２）短時間労働者に対する被用者保険の適用拡大について（平成２８年１０月実施）

－ ３９ －



○ 第２回運営協議会 ・・・・・・・・・・ 平成２９年１月中旬開催予定

・ 諮問（平成２９年度１人あたり保険料 等）

・ 審議

● その他 今後の審議予定について

○ 第３回運営協議会 ・・・・・・・・・・ 平成２９年１月下旬開催予定

・ 審議の続き

・ 答申（案）とりまとめ

－ ４０ －



● 事務局関係者名簿

組 織 氏 名

保

健

福

祉

局

局長 野見山 勤

理事 永渕 英洋

総務部長 金子 佳史

国民健康保険課長 小川 明子

区

役

所

東区保険年金課長 重岡 清貴

博多区保険年金課長 安武 逸郎

中央区保険年金課長 永瀬 眞二

南区保険年金課長 永尾 知浩

城南区保険年金課長 秦 紀代子

早良区保険年金課長 松田 新一

西区保険年金課長 林 紀子

西区西部出張所長 鉄川 龍二

【福岡市国民健康保険運営協議会 庶務担当】

福岡市保健福祉局 総務部 国民健康保険課

－ ４１ －




